
Ⅰ はじめに

我が国で電子政府・自治体の構築・運用に

向けた取り組みが本格的に開始されたのは

2001 年頃からである｡ 政府は他国に電子政

府・自治体の構築・運用の点で遅れをとらな

いために､ IT の活用による行政事務等の合

理化・効率化､ 電子申請､ 電子入札､ 電子調

達､ 電子会議室の設置等への取り組みを推進

してきたが､ 国民や事業者の電子政府・自治

体の利用は遅々として進んでいない｡ こうし

たなかで高度情報通信ネットワーク社会推進

戦略本部 (IT 戦略本部) は､ e-Japan 戦略

の ｢重点計画－2007｣ (平成 19 年 7 月 26 日)

のなかで､ 利便性・サービス向上が実感でき

る電子行政の実現のために､ ｢国・地方公共

団体に対する申請・届け出等手続きにおける

オンライン利用率を 2010 年度までに 50％以

上とするなど､ 利便性・サービス向上が実感

できる電子行政 (電子政府・電子自治体) を

実現する｣ 目標を掲げている(1)｡

政府はこのように､ 電子申請等の利用率を

2010 年度までに 50％に引き上げることを目

指しているが､ その実現性はやや低いように

思われる｡ というのは現状では､ 電子申請等

を行う主体である国民と事業者のうちの､ 特

に国民にとっての電子申請等を行うメリット

があまりないとみられるからである｡ 国民の

多くは､ 電子申請等を行う必要性やそれを利

用することを通じて得られる利便性をあまり

感じていないとみられるからである｡

本稿では､ こうしたなかで､ 電子政府・自

治体の構築・運用を推進し､ その利用率を向

上させようとする際の問題点や課題は何か､

電子政府・自治体の在り方がどのようである

べきなのかという問題点について検討してい

くことにする｡

Ⅱ 電子政府・自治体とは何か

電子政府・自治体について検討するに際し

て､ 電子政府・自治体とはどのようなものな

のかということから取り上げることにする｡

まず､ この点に関して､ 高度情報通信ネッ

トワーク社会推進戦略本部が電子政府をどの

ように概念的に把握しているのかということ

からみていくことにしよう｡

この高度情報通信ネットワーク社会推進本

部による e-Japan 戦略 (2001 年 1 月 22 日)

のなかで示された ｢基本的考え｣ のなかで､

｢電子政府は､ 行政内部や行政と国民・事業

者との間で書類ベース､ 対面ベースで行われ

ている業務をオンライン化し､ 情報ネットワー

クを通じて省庁横断的､ 国・地方一体的に情

報を瞬時に共有・活用する新たな行政を実現

するものである｣ と定義している(2)｡

次に､ 白井・城野・石井 (2000) による電

子政府の定義についてみていくことにする｡

白井・城野・石井 (2000) は電子政府を､ 狭

義の電子政府と広義の電子政府の 2つに分け

て定義している｡ まず､ 狭義の電子政府につ

いては､ ｢①効率向上､ ②情報公開､ ③サー
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ビス向上を目標とした､ 政府・行政部門内お

よび国民や企業など民間部門との間の情報化・

ネットワーク化を意味する｣ としている(3)｡

次に､ 広義の電子政府については､ ｢政治

家と行政､ 政治家と市民・企業間のコミュニ

ケーションをより密接にする民主政治の形態､

いわばデジタル・デモクラシーの実現を含む

もの｣ であるとしている(4)｡

これらの電子政府の定義から､ 電子政府と

いうのは､ 次のようなことを内容とするもの

であることが分かる｡

第 1に､ 府省 (中央省庁) や地方公共団体

(地方自治体) における各種の文書作成・保

存等の事務作業､ 各種業務処理等をコンピュー

タ化して､ ペーパーレス化､ 処理スピードの

向上等の効果を得ることにより効率性を向上

させることである｡

第 2に､ 府省､ 地方公共団体から国民や事

業者に対して､ 政策､ 施策､ その他に関する

行政側が保有している各種情報をホームペー

ジ等を通じて公開することである｡

第 3に､ 今まで役所の窓口等への書類の提

出や直接的な対面接触により､ 国民と行政と

の間､ 事業者と行政との間で申請・届出等が

なされていたのをインターネットの利用によ

りオンライン化して､ 次のようなかたちでサー

ビス向上を図ることを目的とするということ

である｡

① 原則として 1 日 24 時間､ 年中無休

365 日いつでもサービスが受けられるよ

うにすること｡

② 役所の窓口等に出向くことなく自宅や

オフィスからオンラインで届け出や手続

き等ができるようにすること｡

③ 1 つの申請等をする場合に､ 複数の役

所にまたがって届け出や手続きをする必

要があることがあるが､ そうしたときに

例えば総合行政ポータル等を通じて､ 1

つの窓口からすべての届け出や手続きが

できるようにしてサービスを向上させる

こと｡

以上のような電子政府・自治体の内容とさ

れているものをみてみると､ 電子政府・自治

体の構築・運用が順調になされるとともに､

国民や事業者のその利用が進展し､ 電子政府・

自治体の活用のメリットが十分に享受される

ようになると､ 府省や地方公共団体の事務作

業や業務処理が合理化､ 効率化されたり､ 国

民や事業者に対する情報公開が促進されたり､

国民や事業者の行政サービス利用上の利便性

が向上したりすることが分かる｡ ただし､ こ

うした電子政府・自治体の内容とされている

事柄は､ その理想的な状態を想定して挙げら

れているものであり､ 実際にはこれらのすべ

てが実現されているわけではない｡ ただ､ 電

子政府・自治体の定義としては､ それがその

実際の状態ではなくて理想的な状態を想定し

たものであっても構わないので､ 特に問題は

ないであろう｡

Ⅲ 行政情報ネットワークの仕組み

ここでは､ 我が国における行政情報ネット

ワークの仕組みがどのようになっているのか

を概観してみることにしよう｡

我が国では､ 省庁横断的な霞ヶ関 WAN

と地方公共団体横断的な総合行政ネットワー

ク (LGWAN のことであり以下ではこの呼

称を用いることにする) という情報ネットワー

クが構築されている｡ 霞ヶ関 WAN は各省

庁の庁内 LANを相互接続したものであり､

LGWAN は､ 各地方公共団体の庁内 LAN

を相互接続したものである｡ こうしたところ

から､ 各省庁内部や各地方公共団体内部の各

部署で､ 行政事務等の合理化､ 効率化のため

の情報化がなされるとともに､ それらの部署

を結ぶ庁内 LAN (構内情報システム) が事

前に構築されていることが行政情報ネットワー

クの構築の前提となっていることが分かる｡

まず､ 各省庁の庁内 LANを相互接続する

情報ネットワークの霞ヶ関WANであるが､

それは総務省によると､ ｢電子メールや電子
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文書交換システムなどによる省庁間のコミュ

ニケーションの迅速化・高度化や､ 法令､ 白

書等のデーターベースによる情報共有の推進

を図るための総合的なネットワーク｣ のこと

である(5)｡

この霞ヶ関 WAN は具体的にどのような

ものなのかをみてみることにしよう｡ 総務省

によれば､ それは次のようなことをことをす

るためのものである(6)｡

第 1 に､ それはコミュニケーションの迅速

化・高度化を図る役割を担うものである｡ つ

まり､ 霞ヶ関WAN は､ 電子メールにより

各省庁間での日々の情報交換､ 事務連絡をし

たり､ 電子文書交換システムにより各省庁間

で公文書等のやり取りをしたり､ 国会関係事

務支援システムにより内閣官房から各省庁へ

の国会日程等の連絡をしたりする､ といった

ように各省庁間で様々な情報､ 文書等をオン

ラインで迅速にやり取りするためのものなの

である｡

第 2に､ 省庁間での情報共有を推進するた

めのものである｡ つまり､ 法令や国会会議録

等の共通情報検索システムを構築したり､ 統

計情報､ 各種の許認可､ 国の関与等の台帳等

のデータベース化を図ったりして､ それぞれ

の省庁が保有している文書､ 情報､ データ等

の相互利用を促進するためのものなのである｡

第 3に､ 国民や事業者に対する情報発信等

を行うためのものである｡ つまり､ 各省庁で

ホームページを開設することにより国民や事

業者等に対して情報発信するためのものなの

である｡

この霞ヶ関 WAN と相互接続されている

のが､ 各地方公共団体の庁内 LANを相互接

続することにより構築されている LGWAN

である｡

この LGWANを利用するメリットとして､

①行政事務の効率化・迅速化､ ②重複投資の

抑制､ ③住民サービスの向上の 3つがあると

されている(7)｡

①と③については､ 榎並 (2002) が述べて

いることが参考になる｡ まず､ ①について榎

並 (2002) は､ LGWAN は行政機関を相互

接続することにより行政効率を高めるものと

して提唱されたものであり､ その活用により､

住民の転入転出に伴う地方公共団体間の手続

きの処理､ 住民の転入に伴う課税に関する情

報のやり取り､ 住民や事業者から受け付けた

申請書や届出書の県や国への提出､ といった

ことが可能になると述べている(8)｡ つまり､

榎並 (2002) は､ LGWAN の活用により､

地方公共団体間での文書や情報等のやり取り

が電子化されることにより迅速な事務処理が

達成されるとともに､ その結果として住民や

事業者に対する迅速な申請書や届出書の処理

というかたちでのサービス改善が実現される

というのである｡

次に､ ②の重複投資の抑制というのは､ 地

方公共団体が LGWAN に参加する際に､ 共

同してシステムの統一化等を推進していくこ

とができれば､ 地方公共団体間での重複投資

が抑制されるというものである｡

以上みてきた霞ヶ関 WAN､ LGWAN に

より､ 府省間､ 地方公共団体間､ 府省と地方

公共団体間で､ 国民や事業者からの申請や届

け出等の事務処理に伴う文書や情報等を迅速

にやり取りしたり､ 各府省が相互に保有する

データベース化された情報やデータ等を迅速

に検索して利用することができるようになる

ので､ 事務処理､ 業務処理等の合理化､ 効率

化を図ることができる｡ こうした意味で電子

政府・自治体の構築は､ 少なくとも行政事務

や業務処理等の合理化・効率化には寄与する

ことが分かる｡

Ⅳ 電子政府・自治体と住基ネット

電子政府・自治体の構築・運用にとって住

民基本台帳ネットワークシステム (以下住基

ネットと略す) がどのような意味をもつのか

についてみていくことにしよう｡

住基ネットとは何かということであるが､

電子政府・自治体の問題点・課題について 37



総務省によればそれは次のようなものである

とされている(9)｡

つまり､ 住基ネットというのは､ ｢地方公

共団体共同のシステムとして､ 居住関係を公

証する住民基本台帳のネットワーク化を図り､

�情報 (氏名､ 生年月日､ 性別､ 住所) と住

民票コード等により､ 全国共通の本人確認を

可能とするシステムであり､ 電子政府・電子

自治体の基盤｣ となるものである(10)｡

住基ネット構築の理由は､ 総務省によれば､

次のようなところにある(11)｡

つまり､ 平成 11 年の住民基本台帳法の改

正により､ 各市町村の住民基本台帳を構成す

る個々の住民票の記載事項に住民票コードを

付け加えたが､ この住民票コードを基に､

｢①行政機関に対する住民の本人確認情報の

提供､ ②市町村の区域を越えた住民基本台帳

に関する事務処理を行う｣ というところにあ

るのである(12)｡

総務省によれば､ 住基ネットの目的は､ ①

住民負担の軽減・住民サービスの向上､ ②国・

地方公共団体を通じた行政改革のための行政

の高度情報化の推進､ ③電子政府・電子自治

体の構築といった､ 3 つの要請に応ずるため

のベースとなる全国共通の本人確認用のシス

テムを構築することにあるのである(13)｡

住民票コード等を記憶させた住基カードと

いう IC カードにより､ 例えば電子政府・自

治体等を国民が利用して電子申請､ 電子申告

等をする際の本人確認の手段が確保できるの

であり､ この住基カードと住基ネットこそが

電子政府・自治体構築の際のベースとなるも

のなのである｡ 住基カードの交付は市町村に

よりなされるが､ この交付は任意であり､ カー

ドに氏名が記載されている様式 1と､ 氏名､

住所､ 生年月日､ 性別が記載されており､ 写

真が貼付されている様式 2とがある｡ なお､

住基カードの有効期限は 10 年間である｡

住基カードは､ 電子的な個人認証のツール

となり得る｡ 個人が利用できる電子申請のな

かには､ もちろん住基カードの利用を伴わな

いものもあるが､ 本人確認､ 申請書の原本の

真正性を確保する必要がある場合には､ 住基

カードの利用が必要となる｡ その際､ 住基カー

ドは､ 公的認証サービスを受ける際の秘密鍵

や電子証明書を格納する媒体として活用され

るのである｡ つまり､ 住基カードを､ 個人が

インターネットを通じて､ 市区町村等に対し

て各種電子申請・申告等を行う際の､ 申請者

本人の認証 (なりすましの防止)､ やり取り

される電子文書等の原本の真正性の確保 (改

竄の有無の確認) のために利用しようとする

のである｡

住基ネットに関して政府が呈示している目

的は以上のようなものであるが､ 住基ネット

に対しては次のような見方がされることがあ

る｡ 例えば､ 樋山 (2001) のような､ 住基ネッ

トのねらいは､ ｢高度な情報技術によって国

民一人ひとりの情報を国家が掌握することが

できるシステムを構築する｣ ことであるとい

う見解である(14)｡

樋山 (2001) のように住基ネットを､ 国家

による国民の統制手段とする見方もあるので

あるが､ 電子政府・自治体の構築ということ

を考えると､ インターネットにより電子申請・

電子申告等を行う行為者が本当に申請者ある

いは申告者本人であるのかどうかを確認する

ための手段としての住基ネットと住基カード

の活用は不可欠なのであり､ そういう意味で

それらは必要なものなのである｡

ただし問題なのは､ 国民が住基カードを保

有することからメリットとなるものが現状で

はあまり得られないことである｡ そうしたこ

とを反映して住基カードの交付枚数は､ 平成

18 年 3 月末で約 91 万枚と住基カードの普及

はさほど進展していない(15)｡

もちろん総務省によれば､ 住基ネットの第

2 次サービス (2003 年 8 月 25 日からサービ

ス開始) により､ 住基カード保有者に対し､

住民票の写しの広域交付､ 転入転出手続の簡

素化 (転居による転入転出時に役所の窓口に

行くのが 1回だけで済むようになること) と
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いうサービスが提供されている(16)｡

また､ 条例の制定により各市町村が独自に

住基カードを利用した住民向けサービスを行

うことができるようにもなっている｡ つまり､

住基カードという IC カードは記憶容量が磁

気ストライプカードと比較して格段に大きい

ところから､ そのなかに様々な情報を記録で

きるので､ 地方公共団体は条例の制定により

各市町村で住基カード内の空き領域を利用し

た様々な住民向けの独自サービスを展開でき

るのである｡ そうしたサービスというのは､

①証明書自動交付サービス､ ②申請書自動作

成サービス､ ③公共施設の空き照会と予約､

④検診・健康診断等の申し込みや結果照会､

⑤成人保険サービス､ ⑥救急支援サービス､

⑦避難者情報サービス､ ⑧図書館の利用サー

ビス､ ⑨その他である(17)｡

政府は､ 第 1次サービス (行政機関への申

請・届出時に住民票の写しの提出が不要にな

ること)､ 第 2 次サービス､ 各市町村の独自

サービスを住基カードの保有者に対して提供

することにより､ 住基カードの魅力度を高め

て保有率を向上させようとするのであろうが､

実際にはあまり普及せず､ その保有率はさほ

ど高まっていない｡ その原因は､ 住民がその

保有の必要性をあまり感じていないことにあ

るのは確かである｡ 住民票の写しの広域交付､

転入転出手続の簡素化や市町村による証明書

自動交付サービス､ 申請書自動作成サービス､

公共施設の空き照会と予約､ 検診・健康診断

等の申し込みや結果照会､ 成人保険サービス､

救急支援サービス､ 避難者情報サービス､ 図

書館の利用サービス等の様々なサービスとい

うのは､ そうしたサービスに何らかのメリッ

トを感じていたり､ それらを頻繁に利用した

りする住民に対しては住基カード保有への動

機付けとなるのであろうが､ そのような住民

の数はさほど多くはないものとみられる｡ と

いうのは､ 住基カードを取得するのに掛かる

金銭的費用､ 時間的費用等とこうしたサービ

スから得られる利便性とを比較すると､ 全体

としてさほどメリットがあるものとは思われ

ないからである｡

住基カードの普及が伸び悩むなかで地方公

共団体のなかには､ 岩手県奥州市のように､

住基カード普及促進策を実施しているところ

がある｡

同市では､ 住基カード普及のための実証実

験を平成 18 年 8 月 5 日～平成 19 年 3 月 31

日の期間に行った｡ 実証実験の事業の内容は､

住基カードを提示した市民に対して､ 普及事

業に参加する商店､ ゴルフ場､ 温泉施設､ ホ

テル､ 飲食店等を経営する事業者が入場料､

施設利用料金の割引､ 粗品等の商品提供､ ポ

イント加算のサービスを行うというものであっ

た(18)｡

また､ 住基カードを多目的カードとして積

極的に利用している自治体として､ 東京都荒

川区が挙げられる｡ 荒川区の住基カードは､

｢あらかわＭｙカード｣ と名付けられている｡

それは､ 図書館利用証としての利用､ 電子マ

ネーとしての利用がなされている｡ 電子マネー

としての利用についていえば､ それは､ あら

かわ遊園の入り口設置の端末機で電子マネー

をチャージし､ 園内の乗り物利用時や買い物

時等にカードを提示し料金を引き落としても

らい､ 帰る際に残額を現金に換金するという

ものである(19)｡

こうした例は､ 住基カードをより生活に密

着した手段として利用してもらうことを通じ

て住基カードの普及を図ろうとする試みとし

て一定の評価をすることはできる｡ しかしな

がら､ Edy､ Suica､ nanaco､ WAON 等の

非接触式 IC カードによる電子マネーが普及

するとともに､ nanaco や WAON 等の流通

系の電子マネーで買い物をする利用者に対す

るポイントサービスがなされている現状では､

以上のような住基カード普及への試みがどの

程度効果があるのか分からないという問題点

があることが指摘される(20)｡

政府は電子政府・自治体に関して電子申請

等の利用率を 2010 年までに 50％にまで引き
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上げることを目標に掲げているが､ 電子政府・

自治体構築の基礎となる住基カードの普及自

体があまりはかばかしくない現状では､ どの

程度この数値目標が達成されるのか疑問であ

る｡

以上､ 電子政府・自治体と住基ネットとの

関係について述べてきたことをまとめると､

次のようになる｡

第 1に､ 住基ネットは､ それがうまく機能

すれば､ 住民の転入転出時の地方公共団体で

の事務処理に代表されるような行政事務等の

合理化や効率化に寄与することになるであろ

うが､ 住基カードがあまり普及していない現

状では､ そうしたことはさほど期待できそう

にもない｡

第 2に､ 国民が電子申請等をする際の本人

確認や認証の手段として住基カードを保有さ

せようとしても､ それを保有することから得

られるメリットがあまりないので普及が進ま

ないという現状では､ 電子政府・自治体の構

築やその利用推進ということもあまり進展し

ないのではないかとみられる｡ 住基カードを

多目的カードとすることにより普及促進させ

ていこうとしても､ 例えば携帯電話に非接触

式 IC カードと全く同じ機能のあるチップが

搭載されており､ それを電子マネーや電子チ

ケットの格納媒体等として利用できるように

なっていることを考えるとなかなか難しいの

ではないかと思われる｡

Ⅴ 電子申請・電子申告の利便性について

国民が役所の窓口に直接出向くことなしに

自宅から電子申請・電子申告等ができること

が電子政府・自治体のメリットとしてよく挙

げられている｡ 国民が利用できる電子申請サー

ビスには､ 住基カード等の IC カード内に公

開鍵､ 秘密鍵､ パスワード､ 電子証明書等の

各種情報を予め書き込ませ､ それを申請者の

本人確認や原本の真正性の確認のための認証

手段として利用するといった､ 厳格な認証手

続を要するものもあるが､ 一部の地方公共団

体が行っている講習会の予約時やサービス施

設等の予約時のように､ そうした厳格な認証

手続を要しないものもある(21)｡

ここで電子申請との関連で､ 国税の電子申

告についてみてみることにより､ その利便性

がどの程度みられるのかということについて

検討していくことにしよう｡

国税のインターネットによる納付申告であ

るが､ それは国税電子申告・納税システムの

e-Tax の利用によりなされている｡ この e-

Tax により､ ①所得税等の申告､ ②納税､

③青色申告の承認申請､ 納税地の異動等の届

出､ その他ができるようになっている(22)｡

この e-Tax による納税申告の手順につい

てみてみると､ まずその利用のための事前準

備をすることが必要となる｡

第 1 に､ e-Tax を利用するために必要とな

る利用者識別番号､ 暗証番号を取得するため

に､ 開始届出書の提出を開始届出書の入力画

面から記入してオンラインで送信するか､ あ

るいは税務署長宛に書面で提出するかのいず

れかにより行うことが必要となる｡ この手続

きがなされると､ 利用者識別番号､ 暗証番号

を取得することができる｡

第 2に､ 電子署名に使用する電子証明書の

取得が必要となる｡ これは公的認証サービス

を行っている機関から電子証明書を取得する

というものであり､ その取得には一定の料金

の支払いが必要となる｡ 公的認証機関から取

得した電子証明書には 3年間という有効期限

が付けられている｡ なお､ 電子証明書取得の

際には､ 住基カードのような IC カードを保

有している必要がある｡

第 3 に､ IC カードリーダー／ライターの

取得と設定である｡ これは対応している IC

カードリーダー／ライターを購入し､ パソコ

ンにそのドライバーソフトをインストールす

るとともに設定をして､ IC カードリーダー

／ライターを利用可能にするということであ

る｡
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こうして事前準備がなされると､ 次に初期

登録を行うことになる｡ つまり､ e-Tax ソフ

トのパソコンへのインストールと e-Tax へ

の初期登録を行うことになるのである｡

さらに､ 事前登録と初期登録が完了すると､

肝心の申告・申請等の手続をオンラインで行

うことができる｡ つまり､ 申告・申請等のデー

タの送受信がなされ､ それに付随する各種処

理が順次なされていくことになるのである｡

e-Tax を利用した電子納税申告は､ 以上の

ような手順によりなされるのであり､ その実

際の利用までにはいくつかの煩雑なプロセス

を経ることが必要とされる｡ 一般国民にとっ

ては年 1回の納税申告のために､ 住基カード

の取得と電子証明書の取得､ カードリーダー

／ライターの取得と設定､ e-Tax ソフトのダ

ウンロードとインストール等の様々なことを

行うことが求められるのである｡

国税庁は e-Tax の利用促進のために､ カー

ドリーダー／ライター代金や電子証明書取得

費用等に相当する最高 5,000 円までの所得税

減税 (電子証明書等特別控除) をオンライン

での納税申告者に対して実施しているが､ そ

の程度の減税ではあまり普及へのインセンティ

ブとしては機能しないものとみられる｡ つま

り､ 自宅からオンラインで電子納税申告でき

るといっても､ 住基カードの取得や IC カー

ドの取得のために出かけなければならなかっ

たりするし､ 電子証明書には有効期限があり

永続的に利用はできないので､ 有効期限が切

れる前に逐次更新する必要があるし､ 住基カー

ド自体も他の市町村に転居すれば回収されて

しまうので､ 再発行を受けなければならなかっ

たりするのである｡ このように金銭的費用､

時間的費用の負担が比較的重いのであり､ そ

うした費用負担と比較して､ 国民の電子納税

申告から得られる利便性はあまり高いとはい

えないのである｡

国民の電子申請等の利用を促進していくた

めには､ 住基カード等の ICカードを公開鍵､

秘密鍵､ 電子証明書等の格納媒体として利用

することによる厳格な認証手続を確保したう

えでなされる電子申請等にあまり力点を置く

のではなくて､ そうした認証手続を必要とし

ない電子申請等の利用促進に努めた方がよい

と思われる｡ 政府は､ ｢重点計画－2007｣ の

なかで､ 公的認証サービスの利便性向上のた

めに､ 例えば金融分野等への電子証明書の利

用範囲の拡大やその格納媒体の多様化等を行っ

ていく方向性を指し示している(23)｡ 政府とし

ては､ こうしたことの実施等により､ 認証手

続を必要とする電子申請等の利用促進を図ろ

うとするのであろうが､ そもそも国民は手間

暇かけてまでもインターネットによる電子申

請をすることに必要性を感ずるのであろうか｡

ネット通販､ ネットオークション､ コンテ

ンツ配信サービスの利用等であれば､ 国民は

利便性が高いし繰り返し利用することができ

るので､ それらを利用する確率は高い｡ ただ

し､ 厳格な認証手続を要するようなレベルで

の府省や地方公共団体に対する電子申請等に

ついては､ そうしたことを年間に何度も行う

わけではないし､ 窓口への書類の提出とそこ

での係員との対面・接触で事足りるので､ そ

の利用の必要性はあまりないものとみられる

のである｡ かえって電子申請等を行うために､

IC カード､ IC カードリーダー／ライター､

電子証明書等を取得したり､ パソコンの利用

環境を整えたりすることのために､ かなりの

時間､ 労力､ 金銭的費用を費やすことになる

のである｡

政府が､ 厳格な認証手続を要するような電

子申請等の利用促進を図るのであれば､ 国民

に対して目に見える大きなメリットは何かと

いうことをもっと分かりやすく提示すること

が必要となろう｡ 電子申請等のサービスを､

1 日 24 時間､ 年中無休で提供できるとか､

電子申請等をすれば役所の窓口に出向く必要

性がなくなるということは､ 実際にはあまり

メリットとはいえないし､ 大多数の国民にとっ

てはあまり意味のあることではないと思われ

るのである｡
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インターネット通販､ ネットオークション､

コンテンツ配信等の場合には､ 利用者は自宅

でパソコンの比較的簡単な操作や手続き等に

より利用を開始することができるし､ 上述の

ように繰り返し利用することができるだけで

なく､ 低価格での商品やサービスの購買､ な

かなか見つけにくいものの購入､ 即時での各

種コンテンツの入手等の様々な利便性が得ら

れるので､ それらは次第に普及してきている

のである｡ インターネットの利用により､ 単

に自宅にいながら､ 1 日 24 時間､ 年中無休

のサービスが受けられること自体は極めて基

本的なことなのであり､ それだけで国民に十

分な利便性が提供できるわけではないのであ

る｡ インターネット通販､ ネットオークショ

ン､ コンテンツ配信等が比較的普及してきて

いるからといって､ 国民のオンラインでの電

子申請等が普及するとは限らないのである｡

国民に電子政府・自治体の利便性を実感させ

るといっても､ その利便性は何かということ

が具体性にやや欠けており､ どういった点で

国民の生活向上に資するのかという視点がや

や欠けているのである｡

認証手続等の手間暇の掛かる電子申請等に

ついては､ その利用に必要な人材やノウハウ

が比較的得やすい事業者に対してその利用を

働きかけていけばよいのではないかと思われ

る｡ 国民の電子申請等に関しては､ 例えば名

古屋市の市民向け電子申請のように講習会､

講演会､ 諸施設等の予約のような IC カード

の利用による厳格な認証手続を要しない身近

なものから始めていけばよいのではないかと

思われる(24)｡

Ⅵ 電子会議室とパブリックコメントの募集

について

ここでは､ 電子政府・自治体の中身をなす

とともに広範な国民の利用・参加が期待され

る eデモクラシーの問題について検討してい

くことにしよう｡

この eデモクラシーに関しては､ 電子会議

室の問題とパブリックコメントの募集の問題

を取り上げてみていくことにする｡

まず､ 電子会議室の問題からみていくと､

それはどのようなものであるのかということ

であるが､ それは国民ないし住民から幅広く

意見を聴取し､ そうして上がってきた意見を

国や自治体の政策策定や計画立案に反映され

るようにする場所を提供するものなのである｡

つまり､ 行政への国民ないし住民の参加を､

インターネット上に電子会議室を開設するこ

とにより促進していこうとするものなのであ

る｡ この電子会議室は､ 国民ないし住民の広

範な参加が期待されるものなので､ 電子政府・

自治体の問題を検討する際に取り上げるもの

として相応しいものといえる｡

それでは電子会議室の実施状況はどのよう

になっているのかということであるが､ 府省

に関しては､ 国土交通省の実施例がある(25)｡

国土交通省の電子会議室の登録者数は 2006

年 11 月時点で 433 人であったが､ その活性

化のためにそれまでの会議室をすべて終了し

リニューアル準備するとのことであった｡

2007 年 11 月時点 (登録者数 456 人) におい

てであるが同省の電子会議室一覧に何も掲載

されておらず､ あまり活発に議論がなされて

いないものとみられる｡ 電子会議室が現在よ

りは機能していた当時の国土交通省の会議室

のタイトルの例としては､ 大都市における土

地利用､ 安全輸送､ 国民にとって便利な空港､

格差社会､ 道州制等といったものがあった｡

今後の国土交通省の電子会議室の活性化に期

待したい｡

次に､ 地方公共団体の電子会議室の例につ

いてみていくことにしよう(26)｡

このことについて､ 三重県のケースからみ

ていくと､ 同県では ｢e-デモ会議室｣ を 2002

年 5 月 31 日から開始した｡ 大西 (2004) に

よれば､ その設置の目的は､ ｢生活者起点の

県政｣ の実現であり､ 生活者の身近なテーマ､

地域が抱える問題等について､ 生活者一人ひ

中京企業研究42



とりが自分の意見を主張させ､ 議論ができる

場をつくり出すことにより､ 三重県政への生

活者の参画推進を図ることであった(27)｡ この

電子会議室では､ テーマ別に会議室が設置さ

れていたのであり､ 開設時のテーマ例には､

｢わがまちをより豊かに｣ ｢みんなでブロード

バンド｣ ｢遊びのくにづくり｣ 等があった(28)｡

三重県では 2003 年 3 月に､ 青少年対象で

携帯電話からでも参加できる ｢e-デモ・ジュ

ニア｣ をさらに開設して電子会議室に参加で

きる県民の層を拡大したが､ この三重県の

｢e-デモ会議室｣ は結局 2006 年 3 月 31 日に

終了してしまった｡ 現在では､ e-コメントの

開設・運営により､ 県民からの意見を募集し

ている(29)｡

電子会議室については､ 他に先進的な取り

組みを続けている神奈川県藤沢市の例が挙げ

られる(30)｡ 同市では 1997 年に市民電子会議

室実験を開始した｡ それは､ 阪神淡路大震災

時のボランティアネットワーク等の地域の情

報化に対する必要性の高まりやインターネッ

ト普及を契機として取り組みが開始されたも

のであり､ インターネット上での ｢新しい市

民参加システムの構築｣ ｢コミュニティ形成｣

を目標とするものである｡ 2001 年から同市

の電子会議室は本格稼働している(31)｡ 藤沢市

の市民電子会議室の特徴は､ それがいくつか

のエリアからなるところにある｡

第 1に､ 市役所エリアであるが､ これは市

民電子会議室の運営委員会が設定する市政に

関するテーマを巡って意見交換するためのも

のである｡ 運営委員会は､ 市民電子会議室を

通じて市民から寄せられた意見を集約して市

に対して提言・提案できることになっている｡

第 2に､ 市民エリアであるが､ それは市民

(在勤・在勤・在学) であれば開設申請でき

る電子会議室のことである｡ ここでは､ 市民

が日頃から感じていることや様々なアイデア

等のテーマが取り上げられることになり､ 自

治会・町内会､ 生活・近所､ ボランティア､

福祉・健康・医療､ 学習・教育､ 行政・情報､

環境・自然・科学､ 歴史・文化､ 趣味・娯楽､

イベント用､ その他のジャンルがある｡

第 3に､ 特設エリアである｡ このエリアで

は､ 種々の実験的な取り組みや電子会議室の

システムに関する情報共有がなされることに

なる｡

藤沢市の市民電子会議室の特色は､ 行政へ

の市民の参加の場だけではなく､ 市民エリア

にみられるように､ 市民相互間の交流の場を

提供していることにあり､ より市民に密着し

た草の根的な色彩の強い市民電子会議室となっ

ている｡ この点で同市の市民電子会議室への

取り組みは高く評価される｡

以上でみてきた電子会議室の問題点である

が､ それはどのようなところにあるのであろ

うか(32)｡

第 1 に､ インターネットの匿名性から生ず

る問題点をどの程度克服できるのかというこ

とである｡ 国民ないし住民が電子会議室に参

加する際には､ 氏名､ 住所等の必要事項の登

録が必要なことが多いが､ 問題はその記載内

容の正確性がどの程度確保できるのかという

疑問があることである｡ 電子会議室への住民

からの意見の提出は､ 各自が身元を明かすと

ともに責任をもった上でなされなければなら

ないのであるが､ インターネットの匿名性に

より無責任な書き込みや誰かを誹謗中傷する

ような書き込み等を完全に防止することがで

きないという問題点があるのである｡

第 2に､ 国土交通省が開設・運用している

電子会議室の例にみられるように､ そこに登

録して投稿する人の数が少ないので投稿者が

固定されやすく､ 投稿したり意見交換したり

する人々の輪がなかなか広がらないという問

題点があることである｡

国民ないし住民の電子会議室の健全な利用

を促進するためには､ インターネットの匿名

性を克服してそれに参加する個々人が責任を

もって書き込みができるようにする方策を探っ

たりすることや､ 参加者､ 投稿者の数を増や

すために国民ないし住民が身近に感ずるよう
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なテーマや話題を取り上げて活性化すること

が必要であろう｡

次に､ パブリックコメントの募集の問題で

あるが､ これは国民ないし住民から省令､ 政

令､ 条例等を制定するに際して意見を募集し

たり､ 国や地方公共団体が実施する様々な施

策等について意見を募集したりして､ 行政へ

の国民ないし住民の参加を促進しようとする

ものである｡ このパブリックコメントの募集

は府省や地方公共団体で実施されているが､

個々の意見募集案件に対してさほど意見を寄

せる人の数は多くなく､ 意見が全く寄せられ

ていない意見募集案件もあり､ あまり活発に

意見が寄せられているとはいえないようであ

る｡

このパブリックコメントの募集をより活性

化するためには､ いくつかの改善すべき点が

あるように思われる｡ まず､ パブリックコメ

ントの募集というものがあることを､ 国民な

いし住民に周知徹底することである｡ 次に､

個々のパブリックコメントの募集案件につい

て､ 具体的にどのような理由からどのような

事柄に対する意見を募集するのか､ 特に何が

問題になっているのか､ といったことを国民

ないし住民に対して難しい法律用語を用いた

言葉遣いで説明するのではなく､ できるだけ

分かりやすい言葉で端的に説明することであ

る｡ 個々のパブリックコメントの意見募集案

件について､ 国民ないし住民がその中身を確

認し理解するのにかなりの労力と時間を要す

るということであれば､ 寄せられる意見があ

まり多くないことは仕方がないといえる｡

Ⅶ おわりに

国民や事業者の電子政府・電子自治体の利

用は､ 今後あまり急速に広がっていくものと

はみられない｡ 政府がその利用を促進しよう

とするのであれば､ 電子政府・自治体を利用

するメリットが単に役所の窓口に出向かなく

てもよいとか､ 1 日 24 時間､ 365 日年中無休

での行政サービスの提供､ といったことにあ

るというだけでは不十分であり､ 国民の生活

向上や利便性向上に資するようなより具体性

があり魅力のあるメリットが提供できること

を指し示す必要がある｡ そして､ 電子申請等

がより低費用でより簡便にできるようにする

必要性もある｡ 多くの国民ないし住民にとっ

ては､ パソコンやインターネットを活用して

電子申請等を行うことに対してはかなりの心

理的な障壁があるものと考えるべきである｡

そもそも一般の国民ないし住民にとっては､

IC カードリーダー／ライターの取得と設定

といっても何のことか分からないことが多い

であろうし､ 公開鍵､ 秘密鍵､ 電子証明書､

電子署名等の用語を並べ立てられても何のこ

とか分からないことが多いであろう｡ 電子政

府・自治体の利用促進を図るのであれば､ そ

れを運営する行政サイドの視点やそれを技術

的に支える技術者サイドの視点というのでな

くて､ 国民ないし住民を真に代表する人達か

ら意見を聴取することによりそのニーズや問

題点を把握して､ 国民ないし住民サイドの視

点から電子政府・自治体の在り方を問題にす

る必要性があるであろう｡

電子政府・自治体の構築・運用による行政

サービスのオンラインでの提供というのは､

基本的に役所の窓口で提供されている行政サー

ビスを国民や事業者の利便性向上のためにオ

ンラインで提供するというものである｡ 単に

役所の窓口業務の負担を減らすなどして業務

の合理化・効率化を図りたいとか､ よくいわ

れるような役所の窓口での対応の悪さがイン

ターネットによる電子申請等であれば改善さ

れるのでは､ といったような消極的な理由か

ら電子政府・自治体が構築・運用されるとい

うのではあまり意味がないといえる｡ 役所の

窓口での対応の仕方や行政サービスの提供の

仕方を改善し､ そうしたところでもより良い

サービスを提供するように努力することは当

然のことである｡ 電子政府・自治体の構築・

運用は､ あくまでも役所の窓口での業務を補
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完するためのものであり､ それを通じてより

良い行政サービスを国民や事業者に対して提

供するためのものなのである｡

こうしたところから､ 電子政府・自治体の

システムを構築する際には､ 国民や事業者が

オンラインで行政サービスの提供を受けると

きに行政サイドがどのようなシステムにした

ら国民や事業者に対して最善のサービス提供

ができるのか､ セキュリティを確保したうえ

で低費用かつ簡便な形で国民や事業者にシス

テムを利用してもらうためにはどのようにし

たらよいのか､ といったことを真に利用者の

視点に立って考えていく必要性があるのであ

る｡ 電子政府・自治体の構築・運用により､

どのようにしたら低費用かつ簡便な形で画期

的なサービスや利便性の高いサービスを国民

や事業者に提供することができるのかを､ ま

ず最初に考えていく必要があるのである｡ こ

のような視点が欠落したまま電子政府・自治

体を構築・運用し､ その利用促進を図っても

あまり意味のあることとは思えないし､ さほ

ど利用率が高まるものとは思えないのである｡

利用者の視点に立って行政サービスのオンラ

インでの提供というものを考えるということ

を言葉で言うのは簡単であるが､ 現実にはな

かなかその実行は難しいのである｡ 利用者の

視点に立つこととは具体的にどのようなこと

を意味するのか､ 国民や事業者は電子政府・

自治体の利用上においてどのような障害や問

題を抱えているのか､ 府省や地方公共団体の

組織全体がどのような取り組みをすれば国民

や事業者のニーズを満たすことができるのか､

といったことを真剣に考えていかない限り国

民や事業者の電子政府・自治体の利用はなか

なか進展しはしないであろう｡

総じていえば､ 本当の意味で電子政府・自

治体の受益者となる国民や事業者の立場に立っ

た電子政府・自治体の在り方を探っていかな

ければ､ その普及や利用促進を図っていくこ

とはなかなか困難なことであろう｡
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� 高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部

(IT 戦略本部) のホームページに掲載されてい

る e-Japan 戦略の ｢重点計画－2007｣ (平成 19

年 7 月 26 日) の概要と本文の PDF ファイルを

参照のこと｡ なお､ IT 戦略本部の URL は､

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/index.

html である｡

� 高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部

(IT 戦略本部) のホームページに掲載されてい
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本文 (PDF ファイル／HTML 文書) を参照の
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http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/index.

html である｡
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� 白井・城野・石井 (2000)､ 20 ページ｡
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の平成 13 年 1 月の ｢霞ヶ関WAN について｣

という文書を参照のこと｡ http://www.soumu.

go.jp/gyoukan/kanri/wan01.htmである｡

� 同上｡

� 総合行政ネットワーク全国センターのホームペー

ジ掲載の ｢総合行政ネットワークの概要｣ の

PDFファイルを参照のこと｡ なお､ 総合行政ネッ

トワーク全国センターのURLは､ http://www.

lasdec.nippon-net.ne.jp/lgw/bgwan.htm であ

る｡

� 榎並 (2002)､ 31～34 ページ｡

	 総務省の住基ネットに関するホームページの

URL は､ http://www.soumu.go.jp/c-gyousei/

daityo/ である｡


 総務省のホームページに掲載の ｢住民基本台

帳ネットワークシステムの概要｣ の文書を参照

のこと｡ その URL は､ http://www.soumu.

go.jp/c-gyousei/daityo/juki_gaiyo/

� 同上｡

� 同上｡
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� 樋山 (2001)､ 118 ページ｡

� 総務省のホームページにある ｢住民基本台帳

カード (住基カード) の交付状況について｣ の

PDFファイルによる｡ これは､ 総務省の住基ネッ

トに関するホームページのなかの ｢住民基本台

帳カード｣ のところに掲載されている｡ その

URL は､ http://www.soumu.go.jp/c-gyousei/

daityo/juki_card.html である｡

� 総務省のホームページに掲載の ｢住基ネット第 2
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照のこと｡ その URL は､ http://www.soumu.

go.jp/c-gyousei/daityo/juki_dai2.htmlである｡
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arakawa.tokyo.jp/a001/b001/d01700047.html
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る｡


 高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部

(IT 戦略本部) のホームページに掲載されてい
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� 藤沢市の市民電子会議室のホームページを参

照のこと｡ そのURLは､ http://net.community.

city.fujisawa.kanagawa.jp/guidance/toppage.php
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